
○竹田市お試し暮らし短期滞在費助成事業実施要綱  

平成２２年６月２４日  

告示第８０号  

改正  平成２３年３月３日告示第１１号  

平成２５年３月２９日告示第６０号  

平成２６年９月１日告示第１０２号  

平成２９年３月２８日告示第３２号  

令和２年３月３１日告示第４５号  

(趣旨 ) 

第１条  この要綱は、竹田市お試し暮らし短期滞在費助成事業について必要な事項

を定めることにより、竹田市への移住又は定住を目的に市内で住居を探し、仕事

を探し、又は暮らしを体験する等の活動にかかる市内での滞在費の一部を助成

し、もって本市への移住希望者及び体験者の増加を図ることを目的とする。  

(助成対象者 ) 

第２条  助成の対象となる者 (以下「助成対象者」という。 )は、次に掲げる要件を

すべて満たす者とする。  

(１ ) 竹田市外に住所がある者  

(２ ) 竹田市への移住又は定住を目的とする活動のために、市内に連続して２日

以上宿泊する者  

(３ ) 暴力団等でない者  

(平２３告示１１・平２９告示３２・一部改正 ) 

(助成対象活動 ) 

第３条  助成の対象となる活動 (以下「助成対象活動」という。 )は、次に掲げるも

のとする。  

(１ ) 竹田市内で住居を探す活動  

(２ ) 竹田市内で仕事を探す活動  

(３ ) 竹田市への移住や就業を前提として、市内で実施されている体験活動に参

加する活動  

(４ ) 竹田市で就農するために農業視察及び体験を行う活動  

(５ ) 移住活動の一環として、竹田市の文化や歴史、風土、気候を知るために宿

泊する活動  

(滞在費の助成等 ) 



第４条  助成対象者が助成対象活動のために市内に宿泊した場合の助成額は、一人

当たり基本宿泊費 (１泊２食 )の２分の１以内とし、２泊分を限度とする。ただ

し、１泊当たりの助成額は、一人３，０００円を上限とする。  

２  市長は、助成金の支給に代えて、短期滞在費助成券 (様式第１号。以下「助成

券」という。 )を交付するものとする。  

３  助成券は、１世帯当たり２人分かつ２回まで交付するものとする。  

(平２３告示１１・全改 ) 

(助成券交付申請 ) 

第５条  助成券の交付を受けようとする者は、竹田市お試し暮らし短期滞在費助成

券交付申請書 (様式第２号 )に市長が必要と認める書類を添えて申請しなければな

らない。 

(平２３告示１１・一部改正 ) 

(助成券の交付 ) 

第６条  市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査の上、適当と認めた

ときは、助成対象者に助成券を交付するものとする。  

(平２３告示１１・一部改正 ) 

(助成券の提出 ) 

第７条  助成対象者は、前条の規定により助成券の交付を受け宿泊施設を利用する

ときは、交付を受けた助成券を宿泊施設へチェックインをする際に提出しなけれ

ばならない。  

(助成対象活動の報告 ) 

第８条  助成券の交付を受けた者は、助成対象活動が終了した後、市長が別に定め

る様式により、当該活動の結果等を市長に報告しなければならない。  

(費用の請求 ) 

第９条  助成券を受け取った宿泊施設は、短期滞在費助成金請求書 (様式第３号 )に

助成券、宿泊費明細書及び助成金計算書 (様式第３号付表 )を添付し、市長に請求

するものとする。  

２  助成対象者が、当該助成対象経費を含む旅行代金を旅行代理店等を通じて滞在

期日前に支払った場合は、助成対象者が短期滞在費助成金請求書 (様式第３号の

２ )に助成券、宿泊証明書 (様式第４号 )を添付し、市長に請求するものとする。  

(平２３告示１１・平２６告示１０２・一部改正 ) 

(その他 ) 



第 10条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

附  則 

この要綱は、平成２２年７月１日から施行し、令和５年３月３１日限り、その効

力を失う。ただし、この要綱の失効前に第５条の規定により申請を行い、第６条の

規定により助成対象者となったものについては、なお従前の例による。  

(平２５告示６０・平２９告示３２・令２告示４５・一部改正 ) 

附  則 (平成２３年告示第１１号 ) 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則 (平成２５年告示第６０号 ) 

この要綱は、平成２５年３月２９日から施行する。  

附  則 (平成２６年告示第１０２号 ) 

この告示は、平成２６年８月１４日から施行する。  

附  則 (平成２９年告示第３２号 ) 

この要綱は、平成２９年３月３０日から施行する。  

附  則 (令和２年告示第４５号 ) 

この要綱は、令和２年３月３１日から施行する。  



 



 



 



 



 



 



様式第１号 (第４条関係 ) 

(平２３告示１１・全改 ) 

様式第２号 (第５条関係 ) 

(平２３告示１１・全改 ) 

様式第３号 (第９条関係 ) 

(平２３告示１１・全改、平２６告示１０２・一部改正 ) 

様式第３号の２ (第９条関係 ) 

(平２６告示１０２・追加 ) 

様式第４号 (第９条関係 ) 

(平２６告示１０２・追加 ) 

 


